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１．平成19年６月期の連結業績（平成18年７月１日～平成19年６月30日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年６月期 3,794 4.3 △100 － △98 － △164 －

18年６月期 3,636 13.1 12 △90.4 18 △83.1 △250 －

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

19年６月期 △3,848 00 － － △3.2 △1.9 △2.6

18年６月期 △5,926 68 － － △8.3 0.4 0.5

（参考）持分法投資損益 19年６月期 15百万円 18年６月期 －百万円

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年６月期 5,146 2,833 55.1 66,162 70

18年６月期 4,884 2,928 59.9 68,414 70

       

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年６月期 △63 △135 420 1,478

18年６月期 133 6 258 1,214

２．配当の状況

１株当たり配当金 配当金総額
(年間)

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年６月期 － － － － － － － － － － － － －

19年６月期 － － － － － － － － － － － － －

20年６月期（予想） － － － － － － － － － － 　　　　　　－ －         －

３．平成20年６月期の連結業績予想（平成19年７月１日～平成20年６月30日）

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 1,800 6.2 △27 － △50 － △50 － △1,167 13

通期 4,000 5.4 95 － 70 － 30 － 700 28
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４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

      

 

(2）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　　無

②　①以外の変更　　　　　　　　　無

（注）詳細は、○ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年６月期 42,840株 18年６月期 42,800株

②　期末自己株式数 19年６月期 －株 18年６月期 －株

。

（参考）個別業績の概要

１．平成19年６月期の個別業績（平成18年７月１日～平成19年６月30日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年６月期 2,943 △3.8 △112 － △119 － △321 －

18年６月期 3,060 7.0 90 △38.4 81 － △192 －

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

19年６月期 △7,515 40 － －

18年６月期 △4,568 94 － －

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年６月期 4,819 2,675 55.5 62,449 25

18年６月期 4,815 2,983 62.0 69,700 74

       

２．平成20年６月期の個別業績予想（平成19年７月１日～平成20年６月30日）

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 1,400 4.2 △22 － △30 － △30 － △700 28

通期 3,100 5.3 60 － 30 － 30 － 700 28

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々

な要因によって予想数値と異なる場合があります。
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［ １ ］経営成績 

 

Ｉ． 経営成績に関する分析 

１．当期の経営成績 

当連結会計年度においては、新たに米国の有力企業である、インビトロジェン社およびベックマン・コールター社

と自動核酸抽出装置に関するＯＥＭ契約を締結、販売先の多角化を実現しました。これとは別に、米国のベンチャ

ー企業、ナノストリング社との間で、両社の技術を融合した製品についてＯＥＭ契約を締結、革新的な技術をベー

スにした事業提携でも進展が見られました。ＯＥＭ契約先は９社となりました。 

また、当社が核酸分野と共に注力してきたタンパク質の自動精製領域においても、自社ブランドでの事業計画を

進め、19 年７月には、ＧＥヘルスケア バイオサイエンス株式会社との間で、タンパク質の自動精製装置及び試薬キ

ットに関して、国内独占販売契約を締結し、本格参入を実現しました。 

子会社ＰＳＳキャピタル株式会社が共同運営管理するバイオコンテンツファンド投資事業有限組合が 18 年７月に

設立されました。ファンド総額 20 億円を集め、19 年５月、第一号投資として試薬開発・製造を行うジェネテイン株式

会社に対し６千万円の出資が実行されました。 

このように、活発な事業展開が図られる状況下で、当連結会計年度における営業成績は、一部のＯＥＭ先向け

主力製品の販売が低調であったものの、ＯＥＭ先の多角化、他ＯＥＭ先販売が好調に推移したこと、消耗品・試薬

販売の拡大等により、売上高は 3,794 百万円（前期比 4.3％増）と増収を確保、売上総利益は 1,545 百万円（前期

比 5.6％増）の増益となりました。 

販売費及び一般管理費は、新規ＯＥＭ先対応のための人員増加や設備拡大に伴う諸経費の増加等により

1,646百万円（前期比13.5％増）と拡大し、営業損失は100百万円、経常損失として98百万円を計上いたしました。

当期純損失は 164 百万円となっております。 

 

取引先別の販売状況は、下表のとおりであります。 

平成 18 年 6月期 

（前連結会計年度） 

平成 19 年 6月期 

（当連結会計年度） 

 

金額 構成比 金額 構成比 

対前年同 

期増減率 

 

ロ シ ュ グ ル ー プ 

百万円

1,870 

％

51.4 

百万円

1,644 

％ 

43.3  

％

△12.0 

キ ア ゲ ン グ ル ー プ 984 27.1 1,018 26.8  3.5 

三菱化学メディエンス㈱ 364 10.0 249 6.6  △ 31.6 

そ の 他 416 11.5 883 23.3  112.7 

合  計 3,636 100.0 3,794 100.0  4.2 

 

当社グループの主力製品であるＤＮＡ自動抽出装置等（免疫化学発光測定装置を含む）は、ＯＥＭ（相手先ブラ

ンドによる販売）を通じて世界の主要市場にて販売されています。依然として、ロシュグループ、キアゲングループ、

三菱化学メディエンス㈱（2007 年 4 月、三菱化学ヤトロンを含む 3社が合併）の 3社が主力ＯＥＭ先となっておりま
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すが、販売先の多角化が進みつつあります。装置の使用に伴い消費される専用のプラスチック消耗品に関しても、

ＯＥＭ先を通じて販売されています。 

ロシュグループに関しては、プラスチック消耗品の販売は堅調に拡大したものの、主力のＤＮＡ自動抽出装置の

販売が低迷し、当会計期間の売上高は前期比 12.0%減となる 1,644 百万円となりました。 

キアゲングループに関しては、ＤＮＡ自動抽出装置の販売が拡大し、当会計期間の売上高は前期比3.5％増となる

1,018 百万円となりました。 

三菱化学メディエンス㈱に関しては、小型免疫化学発光測定装置の販売が、米国での認可の遅れ等により低迷

し、当会計期間の売上高は前年同期比を大幅に下回る 249 百万円（前期比 31.6％減）となりました。 

その他取引先に関しては、大手臨床検査センター向け特注システムの販売が好調だったことなどから、前期比で

112.7％増となる 883 百万円に拡大いたしました。 

 

製品区分別の売上高は、下表のとおりであります。 

平成 18 年 6月期 

（前連結会計年度） 

平成 19 年 6月期 

（当連結会計年度） 

 

金額 構成比 金額 構成比 

対前期比 

増減率 

 

ＤＮＡ自動抽出装置等 

百万円

2,120 

％

58.3 

百万円

1,797 

％ 

47.3  

％

△15.2 

そ の 他 理 化 学 機 器 185 5.1 319 8.4  72.4 

そ の 他 製 品 301 8.3 334 8.8  10.9 

商品（ﾌ ﾟﾗｽﾁｯｸ消耗品） 1,029 28.3 1,312 34.6 27.5 

そ の 他 営 業 収 入 - - 32 0.9  - 

合  計 3,636 100.0 3,794 100.0  4.2 

 

①ＤＮＡ自動抽出装置等 

当区分は、当社グループの国際特許技術であるマグトレーション・テクノロジーを利用した自動化装置の区分で

あり、ＤＮＡ自動抽出装置の他、免疫化学発光測定装置も含んでおります。ＤＮＡ自動抽出装置等に関しては、バ

イオ研究分野の進展に伴い、多検体の短時間処理が必要となってくるため、その需要は拡大していくものと当社で

は考えております。 

当連結会計年度期間は、キアゲングループ向け OEM 製品の販売が、堅調でありましたが、ロシュグループ向け

販売がやや低調であったことに加え、三菱化学メディエンス㈱向けの小型免疫化学発光測定装置の販売が大きく

減少したことから、売上高は 1,797 百万円(前期比 15.2％減)に減少しました。 

四半期毎の販売推移は、下表のとおりであります。なお、装置単価は機種により 1 台あたり百万円台から 1 千万

円以上までの品揃えがあるため変動しております。 
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（単位：台、千円） 

平成 18 年 6月期（前連結会計年度） 平成 19 年度 6月期（当連結会計年度）  

第 1四半期 第２四半期 第 3四半期 第４四半期 第1四半期 第２四半期 第 3四半期 第４四半期 

販売台数 189 359 275 258 190 231 191 258

販売金額 376,358 653,827 558,781 531,153 389,197 486,681 421,369 500,134

販売単価 1,991 1,821 2,031 2,058 2,048 2,106 2,206 1,938

 

②その他理化学機器 

当区分は、研究施設などで利用される各種自動化機器の他、各省庁やその外郭団体などからの受託研究開発

事業の区分であります。 

当連結会計年度期間は、大手臨床検査センター向け特注システムの販売が大きく拡大したことにより売上高 319   

百万円（前期比 72.4%増）となりました。当区分の売上高は、特注システムの受注動向により大きく変動いたします。 

 

③その他製品 

当区分は、装置メンテナンスやスペアパーツ（交換部品）販売、自社販売のＤＮＡ自動抽出装置等に使用される

核酸抽出・精製用のプレパック試薬、ソフトウェア開発などの区分であります。 

当連結会計年度期間は、売上高 334 百万円（前期比 10.9％増）となりました。装置メンテナンスやスペアパーツ

販売などは、装置の累計出荷台数に応じて販売拡大が見込める性質があるため、当区分の売上高は、順調な伸

長が期待できるものと考えております。 

 

④商品（プラスチック消耗品） 

当区分は、装置の使用に伴い消費されるティップやカートリッジなどのプラスチック消耗品の区分であります。当

社のＤＮＡ自動抽出装置等に使用される専用の消耗品が中心となっております。 

当連結会計年度期間は、売上高 1,312 百万円（前期比 27.5％増）となりました。ドイツ子会社にて、生産管理及

び販売している欧州ＯＥＭ先向けの消耗品が好調に推移いたしました。プラスチック消耗品は、装置の累計出荷台

数に応じて販売拡大が見込める性質があるため、今後も順調な伸長が期待できるものと考えております。 

 

⑤その他営業収入 

当連結会計年度期間においては、PSS キャピタル㈱による 32 百万円のファンド管理収入がありました。 
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（2）次期の見通し 

 次期の見通しは以下の通りであります。 

平成 19 年 6月期 

（当連結会計年度） 

平成 20 年 6月期 

（次期見通し） 

 

金額 構成比 金額 構成比 

対前年比 

増減率 

 

売 上 高 

百万円

3,794 

％

100.0 

百万円

4,000 

％ 

100.0  

％

5.4 

営 業 利 益 △100 △2.6 95 2.4  - 

経 常 利 益 △98 △2.6 70 1.7  - 

当 期 利 益 △164 △4.3 30 0.7  - 

 

新規ＯＥＭ先の獲得、タンパク質精製分野への本格参入などによる販売先の多角化を図り、確実な成長の実現

に努めていますが、依然として、主要ＯＥＭ先向け製品出荷の動向により、業績に大きな影響が出る状況にありま

す。自社ブランド販売強化を通じた収益率の向上、日米欧３極事業の効率運営をさらに努めてまいります。 

 
 
II. 財務状態に関する分析 
 

当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べ 262 百万円の増加で 5,146 百万円となりまし

た。流動資産は 132 百万円増加し、3,976 百万円となりました。また、固定資産は、130 百万円の増加で、1,170 百

万円となりました。流動負債は、前期末比 182 百万円増の 1,144 百万円となりました。また、固定負債は、前期末比

175百万円増加の1,169百万円となりました。純資産は、2,833百万円となり、自己資本比率が、55.1%に減少いたし

ております。 

当連結会計年度期間において、営業によるキャッシュフローは、63 百万円の減少となりました。投資活動による

キャッシュフローは 1,478 百万円の増加となりました。財務活動によるキャッシュフローは 420 百万円の増加となりま

した。以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前期比 264 百万円増の 1,478 百万円となりました。 

 

 

III. 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

   

当社にとって、株主の皆様への配当を一日も早く開始できる経営環境に到達することが、目下最大の目標です。

このためにも、黒字体質を定着させ、累積損失を解消することで、できる限り早期に、配当を開始したいと考えてお

ります。 

   

 - 6 -



IV. 事業のリスク 
 

  当社グループの事業領域には、様々なリスクが内在しており、当社及び当社グループ会社はこれらリスクの発生

を防止、分散、あるいはリスクヘッジすることによりリスクの低減に努めているところです。しかし、依然として、ＤＮＡ

自動抽出装置へ依存、特定のＯＥＭ先への依存度が高いなどの、リスクが存在しております。当社では一貫して、

製品の多角化、ＯＥＭ先の多角化に取り組んできておりますが、直ちに本装置及び特定ＯＥＭ先への依存度が低

減することはない状況です。したがいまして、当社ＤＮＡ自動抽出装置に対する需要の変化、ＯＥＭ先での方針変

更等があった場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

 

 

［ ２ ］企業集団の状況 

 

当社の企業集団は、当社と子会社４社および関連会社１社（1 組合）で構成されております。当社の関係会社の

状況は、以下のとおりです。 

名称 住所 
資本金 

又は出資金 

主要な 

事業の内容

議決権比率 

又は 

出資比率 

関係内容 

（連結対象子会社） 

PSS Bio Instruments, Inc.

米国・カリフォ

ルニア州 
US$6,579,537.95 米国販売会社 100％ 

当社製品の米国市場

向け販売会社 

（連結対象子会社） 

Precision System Science 

Europe GmbH 

ドイツ・ヴォル

シュタット市 
EUR1,000,000.00 欧州販売会社 100％ 

当社製品の欧州市場

向け販売会社 

（連結対象子会社） 

ユニバーサル・バイオ・

リサーチ株式会社 

千葉県松戸市 35,000,000 円
知的財産管理

会社 
100％ 

当社グループの知的

財産管理・運用会社

（連結対象子会社） 

ＰＳＳキャピタル 

株式会社 

千葉県松戸市 30,000,000 円 投資会社 100％ 
当社グループの投資

会社 

（持分法適用関連会社） 

1 組合 
     

（注） １．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

２．PSS Bio Instruments, Inc.は、平成 19 年 7月 23 日、Precision System Science USA, Inc.に 

社名変更しております。  

3．上記連結子会社 4社のうち、PSS Bio Instruments, Inc.及び Precision System Science Europe GmbH は、 

特定子会社であります。 

4．Precision System Science Europe GmbH については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。） 

の連結売上高に占める割合が 10％を超えております。 

        主要な損益情報等  (1) 売上高     2,574 百万円 

(2) 経常利益     143 百万円 

(3) 当期純利益        89 百万円 

(4) 純資産額       386 百万円 

(5) 総資産額      1,009 百万円 
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上記の系統図は、製品の主要な流れを示したものであります。ユーザー群とは、大学・研究機関・臨床検査セン

ター・製薬会社・化学メーカーなどを指します。当連結会計年度から、当社グループの投資会社としてＰＳＳキャピタ

ル株式会社が連結子会社として、また、ＰＳＳグループが 25%出資し、バイオ関連ベンチャーへの投資を行うバイオ

コンテンツ投資事業有限責任組合が、持分法適用関連会社に加わっております。 

 

 

［ ３ ］経営方針 

 

(1） 会社の経営の基本方針 

当社及び当社グループは、バイオ、医療研究開発の中心テーマである分子診断における各作業工程の自動

化を追求した装置の開発・供給を通じて、バイオ、医療の進展に寄与することを社会的使命としています。 

  採取された検体の細胞からＤＮＡ/ＲＮＡを抽出・精製する当社の自動化装置は、画期的な特許技術で世界

標準のシステムとなっています。また、独自の検出システムに加え、他の研究機関・企業が開発した技術とも連携

し、抽出から、検出、測定の一貫自動化をめざしているところです。 

  当社の開発した装置と周辺機器は主として、世界的な有力企業のＯＥＭ商品として世界市場に供給されてい

ますが、ＰＳＳブランドでの販売にも注力してまいります。 

 

(2） 会社の対処すべき課題  

当社グループは、今後の発展が期待されている遺伝子・タンパク質解析関連業界におけるベンチャー企業で

す。株主・投資家の皆様のご期待に応えるために、上場企業として継続的な成長を実現することが必要であると

考えております。 
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  現在のところ、具体的な経営指標は掲げておりませんが、今後も、成長を維持するためには、早期に収益面

での改善を実現することが重要だと考えております。このため、主力製品であるＤＮＡ自動抽出装置のＯＥＭ先を

通じた販売、自社ブランドによる販売拡大に注力いたします。また、ＤＮＡ市場に加え、当社グループがこれまで

研究開発を行ってきた技術と他社の革新的な技術との連携により、タンパク質精製をはじめ新規領域にも本格参

入してまいります。 

  なお、日米欧の３拠点間の情報交換を一層緊密にし、効率的な経営に努めるとともに、人件費、研究開発費

を含む経費と売上とのバランスにも、配慮してまいる所存です。 
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４．連結財務諸表
(1）連結貸借対照表

前連結会計年度
（平成18年６月30日）

当連結会計年度
（平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１　現金及び預金 2,229,337 2,452,765

２　受取手形及び売掛金 848,395 669,588

３　たな卸資産 649,024 658,342

４　その他 117,952 184,895

５　貸倒引当金 △263 △5,058

流動資産合計 3,844,447 78.7 3,960,533 76.9

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

(1）建物及び構築物  364,644 359,283

減価償却累計額 50,522 314,122 63,807 295,476

(2）機械装置及び運搬具 370,003 446,421

減価償却累計額 252,707 117,296 285,532 160,888

(3）工具器具及び備品 571,815 764,943

減価償却累計額 307,814 264,001 451,794 313,148

(4）土地  294,582 297,555

有形固定資産合計 990,001 20.3 1,067,069 20.7

２　無形固定資産

(1）ソフトウェア 22,844 17,481

(2) その他 1,019 875

無形固定資産合計 23,863 0.5 18,357 0.4

３　投資その他の資産

(1）投資有価証券 24,315 71,138

(2）その他 2,357 29,814

投資その他の資産合計 26,673 0.5 100,952 2.0

固定資産合計 1,040,538 21.3 1,186,378 23.1

資産合計 4,884,985 100.0 5,146,912 100.0
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前連結会計年度
（平成18年６月30日）

当連結会計年度
（平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１　買掛金 488,875 265,105

２　短期借入金  － 200,000

３　一年以内返済予定の長
期借入金

 285,852 334,062

４　未払金 － 160,825

５　未払法人税等 25,883 77,572

６　賞与引当金 4,922 5,725

７　製品保証引当金 － 6,400

８　その他 157,200 94,335

流動負債合計 962,734 19.7 1,144,026 22.2

Ⅱ　固定負債

１　社債  350,000 550,000

２　長期借入金  640,253 615,361

３　繰延税金負債 2,229 2,392

４　その他 1,565 1,714

固定負債合計 994,047 20.4 1,169,467 22.7

負債合計 1,956,782 40.1 2,313,494 44.9

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

１　資本金 2,041,278 41.8 2,041,778 39.7

２　資本剰余金 2,507,844 51.3 2,508,354 48.7

３　利益剰余金 △1,664,477 △34.1 △1,829,275 △35.5

株主資本合計 2,884,644 59.0 2,720,857 52.9

Ⅱ　評価・換算差額等

１　その他有価証券評価差
額金

3,289 0.1 16,197 0.3

２　繰延ヘッジ損益 △18 △0.0 114 0.0

３　為替換算調整勘定 40,233 0.8 96,204 1.9

評価・換算差額等合計 43,504 0.9 112,516 2.2

Ⅲ　新株予約権 54 0.0 44 0.0

純資産合計 2,928,203 59.9 2,833,418 55.1

負債・純資産合計 4,884,985 100.0 5,146,912 100.0
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(2）連結損益計算書

前連結会計年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高 3,636,933 100.0 3,794,628 100.0 157,695

Ⅱ　売上原価 2,174,778 59.8 2,248,799 59.3 74,021

売上総利益 1,462,155 40.2 1,545,828 40.7 83,673

Ⅲ　販売費及び一般管理費
 
 

 
 

1,449,334 39.9 1,646,064 43.4 196,756

営業利益又は営業損失
（△）

12,820 0.3 △100,235 △2.7
△

113,081

Ⅳ　営業外収益

１　受取利息 10,364 12,565

２　受取配当金 32 39

３　為替差益 22,180 25,438

４　その他 4,163 36,741 1.0 13,488 51,532 1.4 14,791

Ⅴ　営業外費用

１　支払利息 23,498 24,392

２　新株発行費 603 －

３　社債発行費 6,450 3,319

４　株式交付費 － 67

５　持分法による投資損失 － 15,474

６　その他 106 30,658 0.8 6,335 49,588 1.3 18,930

経常利益又は経常損失
（△）

18,903 0.5 △98,291 △2.6 117,220

Ⅵ　特別利益

１　固定資産売却益  4,171      △4,171

２　貸倒引当金戻入益  － 4,171 0.1 58 58 0.0 △4,087

Ⅶ　特別損失

１　固定資産売却損  - 426

２　固定資産除却損  288 140

３　減損損失  237,503 237,792 6.5 1,789 2,356 0.1
△

235,436

税金等調整前当期純損失(△) △214,717 △5.9 △100,590 △2.7 114,127

法人税、住民税及び事業税 35,554 1.0 64,207 1.7 28,653

当期純損失(△) △250,271 △6.9 △164,797 △4.4 85,474

－ 12 －



(3）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　平成17年7月1日　至　平成18年6月30日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成17年6月30日残高（千円） 2,024,978 2,491,267 △1,414,205 3,102,039

連結会計年度中の変動額

新株の発行
（新株予約権等の行使）

16,300 16,576 32,877

当期純利益 △250,271 △250,271

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額
（純額）

連結会計年度中の変動額合計(千円) 16,300 16,576 △250,271 △217,394

平成18年6月30日残高（千円） 2,041,278 2,507,844 △1,664,477 2,884,644

評価・換算差額等

新株
予約権

純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成17年6月30日残高（千円） 686 △1,718 5,222 4,190 331 3,106,561

連結会計年度中の変動額

新株の発行
（新株予約権等の行使）

32,877

当期純利益 △250,271

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額
（純額）

2,602 1,700 35,010 39,313 △277 39,036

連結会計年度中の変動額合計(千円) 2,602 1,700 35,010 39,313 △277 △178,358

平成18年6月30日残高（千円） 3,289 △18 40,233 43,504 54 2,928,203
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当連結会計年度（自　平成18年7月1日　至　平成19年6月30日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年6月30日残高（千円） 2,041,278 2,507,844 △1,664,477 2,884,644

連結会計年度中の変動額

新株の発行
（新株予約権等の行使）

500 510 1,010

当期純利益 △164,798 △164,798

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額
（純額）

連結会計年度中の変動額合計(千円) 500 510 △144,193 △163,798

平成19年6月30日残高（千円） 2,041,778 2,508,354 △1,829,275 2,720,857

評価・換算差額等

新株
予約権

純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年6月30日残高（千円） 3,289 △18 40,233 43,504 54 2,926,203

連結会計年度中の変動額

新株の発行
（新株予約権等の行使）

1,010

当期純利益 △144,193

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額
（純額）

12,908 132 55,971 85,094 △10 85,084

連結会計年度中の変動額合計(千円) 12,908 132 55,971 85,094 △10 85,084

平成19年6月30日残高（千円） 16,197 114 96,204 128,598 44 5,146,797
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(4）連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

税金等調整前当期純損
失(△)

△214,717 △100,590

減価償却費 169,767 229,737

減損損失 237,503 1,789

引当金の増加額又は減
少額（△）

△4,521 11,681

受取利息及び受取配当
金

△10,396 △12,706

支払利息 23,498 24,392

新株発行費 603 －

株式交付費 － 67

社債発行費 6,450 3,319

持分法による投資損失 － 15,474

固定資産売却益 △4,171 －

固定資産売却損 － 426

固定資産除却損 288 140

売上債権の減少額又は
増加額（△）

△109,954 248,221

たな卸資産の増加額 △40,290 △8,402

仕入債務の増加額又は
減少額（△）

123,178 △299,848

その他 △6,061 △122,484

小計 171,177 △8,783

利息及び配当金の受取
額

10,202 12,364

利息の支払額 △21,376 △21,369

法人税等の支払額 △26,750 △46,143

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

133,252 △63,931
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前連結会計年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

定期預金の預入による
支出

- △333,862

定期預金の払戻による
収入

202,405 358,204

有形固定資産の取得に
よる支出

△239,058 △147,584

有形固定資産の売却に
よる収入

44,374 39,504

無形固定資産の取得に
よる支出

△2,266 △3,049

 投資有価証券の取得
による支出

－ △50,000

その他 592 882

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

6,047 △135,904

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

短期借入金の純増減 △100,000 200,000

長期借入れによる収入 850,000 300,000

長期借入金の返済によ
る支出

△866,617 △276,682

社債の発行による収入 343,550 196,681

新株予約権の行使によ
る収入

31,996 932

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

258,928 420,931

Ⅳ　現金及び現金同等物に係
る換算差額

20,392 42,672

Ⅴ　現金及び現金同等物の増
加額または減少額（△）

418,621 263,768

Ⅵ　現金及び現金同等物の期
首残高

796,219 1,214,841

Ⅶ　現金及び現金同等物の期
末残高

 1,214,841 1,478,609

－ 16 －



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１　連結の範囲に関する事項 (1）子会社は全て連結しております。 (1）　　　　　 同　左

(2) 連結子会社の数　３社 (2)　連結子会社の数　4社

(3）連結子会社の名称

PSS Bio Instruments, Inc.

Precision System Science Europe

GmbH

ユニバーサル・バイオ・リサーチ株式

会社

(3） 連結子会社の名称

      PSS Bio Instruments, Inc.

      Precision System Science Europe

      GmbH

      ユニバーサル・バイオ・リサーチ

      株式会社

　　　ＰＳＳキャピタル株式会社

２　持分法の適用に関する事

項

該当する事項はありません。 (1)   持分法適用の関連会社数　1社

(2)   主要な会社の名称

　　　バイオコンテンツ投資事業有限

　　　責任組合

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、

連結決算日と一致しております。

同　左

４　会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①　有価証券

　　その他有価証券

　　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

①　有価証券

　　その他有価証券

　　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

②　デリバティブ

時価法

②　デリバティブ

同　左

③　たな卸資産

商品、製品、原材料、仕掛品、貯蔵品

は原則として総平均法による原価法に

よっておりますが、一部の在外連結子会

社は移動平均法による原価法によってお

ります。

③　たな卸資産

同　左

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産

原則として定率法（ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物（附属設備

を除く）については、定額法を採用して

おります。）によっておりますが、一部

の在外連結子会社は定額法によっており

ます。

①　有形固定資産

同　左
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項目
前連結会計年度

（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

②　無形固定資産

ソフトウェア（自社利用）については、

社内における見込利用可能期間（３～５

年）による定額法を採用しております。

②　無形固定資産

同　左

 ③　長期前払費用

 　　定額法

 ③　長期前払費用

 　　　　　　　同　　左

(3）重要な繰延資産の処理

方法

①　新株発行費

　　支出時に全額費用処理しております。

 

　　　－

②　社債発行費

　　支出時に全額費用処理しております。

　　　－

 

(4）重要な引当金の計上基

準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し回収不能見込額

を計上しております。

①　貸倒引当金

同　左

②　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支

給見込額に基づき計上しております。

②　賞与引当金

同　左

(5）重要な外貨建資産又は

負債の本邦通貨への換

算の基準

　外貨建銭債権債務は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外

子会社等の資産及び負債は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部における為替換算調

整勘定に含めて計上しております。

　　　　　　　　同　左

(6）重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同　左

(7）重要なヘッジ会計の方

法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

①　ヘッジ会計の方法

同　左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　金利スワップ

ヘッジ対象　借入金

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　同　左

③　ヘッジ方針

金利リスクの低減のため、対象債務の

範囲内でヘッジを行っております。

③　ヘッジ方針

同　左
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項目
前連結会計年度

（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点まで

の期間において、ヘッジ対象とヘッジ手

段の相場変動の累計を比較し、両者の変

動額等を基礎にして判断しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同　左

(8）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同　左

５　連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しております。

同　左

６　利益処分項目等の取扱

いに関する事項

────── ──────

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の

範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ価値の変

動について僅少なリスクしか負わない短期

的な投資を資金の範囲としております。

同　左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

（固定資産の減損に係る会計基準）  

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより、税金等調整前当期純損失は237,503

千円増加しております。

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。

 

 

                     －

　　　 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)  

  

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しております。

従来の資本の部の合計に相当する金額は、2,928,167

千円であります。

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年

度における連結貸借対照表の純資産の部については、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。

 

 

 

　　　

 

                      －

 

 

 

 

 

（繰延資産の会計処理に関するする当面の取扱い）

当連結会計期間から「繰延資産の処理に関する当面の取

扱い」（企業会計基準委員会9号）を適用しております。

前連結会計期間において営業外費用として表示していた

「新株発行費」は、当連結会計期間より、「株式交付

費」として表示する方法に変更をしております。

なお、これによる損益に与える影響はありません。 

 

（固定資産の減価償却方法の変更）

平成１９年度の法人税法の改正（（所得税法等の一部を

改正する法律　平成19年３月30日　法律第６号）及び

（法人税法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月

30日政令第83号））に伴い、平成１９年４月１日以降に

取得したものについては、改正後の法人税法に基づく方

法に変更しております。

これに伴う損益への影響は軽微であります。

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

（連結貸借対照表） （連結貸借対照表）

　従来、区分掲記しておりました「未払金」については、

重要性が乏しくなったため「その他」に含めて表示するこ

とに変更いたしました。

 

　　　　　　　－
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前連結会計年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

　なお、当連結会計年度の「未払金」は、114,539千円で

あります。

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、当社グループの事業は、遺伝子・プロテオーム解析関連業界に

おける研究開発やその研究成果の実用化に用いられる自動化機器、その他理化学機器、ソフトウェア等の開発及

び製造販売ならびに自動化機器に使用されるプラスチック消耗品の製造販売を行っております。したがって、単

一セグメントであるため、事業の種類別セグメント情報は記載を省略しております。

ｂ．所在地別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成17年７月１日　至　平成18年６月30日）

日本
（千円）

米国
（千円）

ドイツ
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益

(1）外部顧客に対する売上高 879,864 60,553 2,696,516 3,636,933 － 3,636,933

(2）セグメント間の内部売上高 2,181,134 57 10,668 2,191,860 (2,191,860) －

計 3,060,998 60,611 2,707,184 5,828,794 (2,191,860) 3,636,933

営業費用 2,801,852 196,683 2,625,104 5,623,639 (1,999,526) 3,624,112

営業利益又は営業損失(△) 259,145 △136,072 82,080 205,154 (192,333) 12,820

Ⅱ　資産 2,471,154 307,275 952,759 3,731,189 1,153,796 4,884,985

　（注）１．地域は、国毎に区分しております。

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、166,775千円であり、その主なも

のは、親会社の管理部門に係る費用であります。

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、1,767,364千円であり、その主なものは、親会

社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）等であります。

当連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

日本
（千円）

米国
（千円）

ドイツ
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益

(1）外部顧客に対する売上高 999,122 232,573 2,562,932 3,794,628 － 3,794,628

(2）セグメント間の内部売上高 1,977,030 467 12,061 1,989,559 (1,989,559) －

計 2,976,152 233,041 2,574,993 5,784,187 (1,989,559) 3,794,628

営業費用 2,921,824 371,103 2,433,833 5,726,761 (1,831,871) 3,894,889

営業利益又は営業損失(△) 54,328 △138,062 141,159 57,426 (157,687) △100,261

Ⅱ　資産 2,880,211 260,859 1,009,059 4,150,130 996,666 5,146,797

　（注）１．地域は、国毎に区分しております。

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、162,059千円であり、その主なも

のは、親会社の管理部門に係る費用であります。

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、2,039,588千円であり、その主なものは、親会

社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）等であります。
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ｃ．海外売上高

前連結会計年度（自　平成17年７月１日　至　平成18年６月30日）

ドイツ スイス その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,868,188 756,270 170,994 2,795,454

Ⅱ　連結売上高（千円） - - - 3,636,933

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占

める割合（％）
51.4 20.8 4.7 76.9

　（注）１．地域は、国毎に区分しております。

２．その他の区分に含まれる国は、米国、英国、ノルウェー、スペイン、フランス、韓国、スウェーデン、カナ

ダ、台湾、マレーシア等であります。

当連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

ドイツ スイス その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 2,030,081 465,903 467,946 2,963,930

Ⅱ　連結売上高（千円）    3,794,628

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占

める割合（％）
53.5 12.2 12.3 100.0

　（注）１．地域は、国毎に区分しております。

２．その他の区分に含まれる国は、米国、英国、ノルウェー、スペイン、フランス、スウェーデン、カナダ等で

あります。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

当連結会計年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１株当たり純資産額 68,414.70円

１株当たり当期純損失 5,926.68円

１株当たり純資産額        66,139.39 円

１株当たり当期純損失        3,846.80 円

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予

約権等の残高ががありますが、当期純損失が発生しているた

め記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予

約権等の残高ががありますが、当期純損失が発生しているた

め記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益又は1株当たり当期純損失（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

１株当たり当期純利益は1株当たり当期純損

失（△）

当期純利益又は当期純損失（△）

（千円）
△250,271 △164,797

普通株主に帰属しない金額（千円） -  

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
△250,271 △164,797

期中平均株式数（株） 42,228 42,840

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額（千円） - －

普通株式増加数（株） - －

（うち新株予約権） (　-) －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

新株予約権 3種類(1,525個)。

 

新株予約権 3種類(  1,208個)。

同左
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５．個別財務諸表
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成18年６月30日）

当事業年度
（平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１　現金及び預金 1,743,048 1,951,678

２　受取手形 2,774 5,418

３　売掛金  853,284 687,483

４　商品 30,420 30,900

５　製品 396,518 462,018

６　原材料 4,138 2,620

７　仕掛品 205,588 152,569

８　貯蔵品 4,009 79

９　前払費用 18,623 20,643

10　未収還付消費税等 79,465 75,861

11　その他 11,467 38,536

12　貸倒引当金 △856 △772

流動資産合計 3,348,483 69.5 3,427,038 71.1

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

(1）建物  293,919 278,803

減価償却累計額 48,028 245,891 58,273 220,530

(2）機械及び装置 193,460 161,562

減価償却累計額 151,203 42,257 141,885 19,676

(3）車両運搬具 5,697 1,987

減価償却累計額 4,359 1,338 1,100 886

(4）工具器具及び備品 548,909 739,350

減価償却累計額 294,961 253,947 437,274 302,075

(5）土地  272,530 272,530

有形固定資産合計 815,964 17.0 815,698 16.9
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前事業年度
（平成18年６月30日）

当事業年度
（平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

２　無形固定資産

(1）ソフトウェア 22,116 16,893

(2）その他 1,019 875

無形固定資産合計 23,135 0.5 17,769 0.4

３　投資その他の資産

(1）投資有価証券 24,315 37,385

(2）関係会社株式 494,813 385,216

(3）出資金 10 10

(4）関係会社出資金 107,520 107,520

(5）長期前払費用 241 12,500

(6）長期性預金  16,000

(7）その他 955 55

投資その他の資産合
計

627,856 13.0 558,687 11.6

固定資産合計 1,466,956 30.5 1,392,156 28.9

資産合計 4,815,439 100.0 4,819,194 100.0

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１　買掛金 442,359 241,927

２　短期借入金  － 200,000

３　一年以内返済予定の
長期借入金

 285,852 334,062

４　未払金 74,953 153,114

５　未払費用 8,932 11,271

６　未払法人税等 13,290 12,866

７　預り金 9,382 10,747

８　賞与引当金 4,922 5,725

９　製品保証引当金 － 6,400

流動負債合計 839,692 17.4 976,114 20.3
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前事業年度
（平成18年６月30日）

当事業年度
（平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債

１　社債 ※１ 350,000 550,000

２　長期借入金 ※１ 640,253 615,361

３　繰延税金負債 2,229 2,392

４　その他 18  -

固定負債合計 992,501 20.6 1,167,753 24.2

負債合計 1,832,193 38.0 2,143,867 44.5

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

１　資本金 2,041,278 42.4 2,041,778 42.4

２　資本剰余金

(1）資本準備金 2,507,844 2,508,354

資本剰余金合計 2,507,844 52.1 2,508,354 52.0

３　利益剰余金

(1）その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △1,569,202 △1,891,162

利益剰余金合計 △1,569,202 △32.6 △1,891,162 △39.2

株主資本合計 2,979,920 61.9 2,658,970 55.2

Ⅱ　評価・換算差額等

１　その他有価証券評価
　　差額金

3,289 0.1 16,197 0.3

２　繰延ヘッジ損益 △18 0.0 114 0.0

評価・換算差額等合計 3,271 0.1 16,312 0.3

Ⅲ　新株予約権 54 0.0 44 0.0

純資産合計 2,983,245 62.0 2,675,326 55.5

負債・純資産合計 4,815,439 100.0 4,819,194 100.0

－ 26 －



(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

当事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高

１　製品売上高  2,551,330 2,211,829

２　商品売上高  480,485 732,062

３　その他営業収入  29,182 3,060,998 100.0 － 2,943,892 100.0

Ⅱ　売上原価

１　製品売上原価

(1）期首製品棚卸高 476,314 396,518

(2）当期製品製造原価 1,573,631 1,646,034

合計 2,049,945 2,042,553

(3）他勘定振替高  88,717 96,681

(4）期末製品棚卸高 396,518 462,018

製品売上原価 1,564,710 1,483,853

２　商品売上原価

(1）期首商品棚卸高 19,880 30,420

(2）当期商品仕入高 307,636 307,270

合計 327,517 337,690

(3）他勘定振替高  6,909 9,696

(4）期末商品棚卸高 30,420 30,900

商品売上原価 290,186 297,094

３　その他営業収入原価 － 1,854,896 60.6 － 1,780,947 60.5

売上総利益 1,206,101 39.4 1,162,944 39.5

－ 27 －



前事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

当事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅲ　販売費及び一般管理費
 
 

1,115,399 36.4 1,275,512 43.3

営業利益
       又は営業損失（△）

90,701 3.0 △112,567 △3.8

Ⅳ　営業外収益

１　受取利息 134 1,568

２　受取配当金 32 39

３　為替差益 20,537 23,316

４　その他 616 21,320 0.7 10,080 35,005 1.2

Ⅴ　営業外費用

１　支払利息 20,156 16,644

２　社債利息 3,342 7,747

３　新株発行費 603 －

４　社債発行費 6,450 3,319

５　株式交付費 － 67

６　投資事業組合運用
　　損失

－ 13,926

７　その他 106 30,658 1.0 － 41,705 1.4

経常利益
　　　又は経常損失（△）

81,362 2.7 △119,268 △4.0

Ⅵ　特別利益

１　固定資産売却益  3,904 3,904 0.1 1,673   

２　貸倒引当金戻入益     84 1,757 0.0

－ 28 －



前事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

当事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅶ　特別損失

１　固定資産売却損  － 30

２　固定資産除却損  288 140

３　関係会社株式評価損 38,122 199,974

４　減損損失  237,503 275,914 9.0 1,789 201,935 6.8

税引前当期純損失(△) △190,647 △6.2 △319,446 △10.8

法人税、住民税及び事
業税

2,290 0.1 2,514 0.1

当期純損失(△) △192,937 △6.3 △321,960 △10.9

－ 29 －



製造原価明細書

前事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

当事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　材料費 22,840 1.2 59,797 3.2  

Ⅱ　人件費 236,186 12.4 294,046 15.8  

Ⅲ　外注費 1,545,948 81.4 1,383,286 74.4  

Ⅳ　経費 ※１ 95,899 5.0 122,534 6.6  

当期総製造費用 1,900,875 100.0 1,859,663 100.0  

期首仕掛品棚卸高 94,350 205,588  

合計 1,995,225 2,065,252  

期末仕掛品棚卸高 205,588 152,569  

他勘定振替高 ※２ 216,005 266,648  

当期製品製造原価 1,573,631 1,646,034  

前事業年度
（自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日）

当事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

原価計算の方法は個別原価計算によっております。 原価計算の方法は個別原価計算によっております。

※１　経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※１　経費の主な内訳は次のとおりであります。

運賃 2,876千円

減価償却費 39,338

旅費交通費 16,980

消耗品費 30,158

その他 6,546

計 95,899

運賃 2,545千円

減価償却費 56,139

旅費交通費 32,262

消耗品費 25,153

その他 6,432

計 122,534

※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

研究開発費への振替高 177,727千円

販売費及び一般管理費へ振替 1,801

工具器具及び備品への振替高 36,476

計 216,005

研究開発費への振替高   255,669 千円

販売費及び一般管理費へ振替 9,597

工具器具及び備品への振替高 1,381

計 266,648

－ 30 －



(3）株主資本等変動計算書

前事業年度（自平成17年７月１日　至平成18年６月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成17年6月30日残高（千円） 2,024,978 2,491,267 △1,376,264 3,139,980

事業年度中の変動額

新株の発行
（新株予約権等の行使）

16,300 16,576 32,877

当期純利益 △192,937 △192,937

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

事業年度中の変動額合計（千円） 16,300 16,576 △192,937 △160,060

平成18年6月30日残高（千円） 2,041,278 2,507,844 △1,569,202 2,979,920

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等
合計

平成17年6月30日残高（千円） 686 △1,718 △1,031 331 3,139,280

事業年度中の変動額

新株の発行
（新株予約権等の行使）

32,877

当期純利益 △192,937

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

2,602 1,700 4,303 △277 4,026

事業年度中の変動額合計（千円） 2,602 1,700 4,303 △277 △156,034

平成18年6月30日残高（千円） 3,289 △18 3,271 54 2,983,245

－ 31 －



当事業年度（自平成18年７月１日　至平成19年６月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年6月30日残高（千円） 2,041,278 2,507,844 △1,569,202 2,979,920

事業年度中の変動額

新株の発行
（新株予約権等の行使）

500 510 1,010

当期純利益 △321,960 △321,960

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

事業年度中の変動額合計（千円） 500 510 △321,960 △320,950

平成19年6月30日残高（千円） 2,041,778 2,508,354 △1,891,162 2,658,970

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等
合計

平成18年6月30日残高（千円） 3,289 △18 3,271 54 2,983,245

事業年度中の変動額

新株の発行
（新株予約権等の行使）

1,010

当期純利益 △321,960

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

12,907 133 13,041 △10 13,031

事業年度中の変動額合計（千円） 12,907 133 13,041 △10 △307,919

平成19年6月30日残高（千円） 16,197 114 16,312 44 2,675,326

－ 32 －
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